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矢板市総合戦略策定支援業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 事業の趣旨・目的 

「やいた創生未来プラン」（以下「現計画」という。）は、令和３年度から令和７年度までを計

画期間とし、本年度が最終年度となります。 

この度、現計画の終了に伴い、令和８年度を始期とした矢板市総合戦略（以下「次期戦略」とい

う。）の策定を検討しております。 

次期戦略は、消滅可能性自治体の脱却に向け、本市が抱える課題に着実に取り組むため、今後10

年間で重点的に取り組む施策を定めます。 

また、将来にわたって活力ある地域経済・社会をつくり、持続可能なまちとしてあり続けるため

に、その実現に特化した取組を掲げた重点戦略型の計画とします。 

そこで、次期戦略の策定に当たっては、本市を取り巻く社会情勢の現状を分析した上で、将来を

見据えたまちづくりの概念や考え方を盛り込み、中長期的なスパンで重点的に取り組む施策を掲げ

た計画の策定を目指します。 

 

２ 業務概要 

⑴業務委託名称  矢板市総合戦略策定支援業務 

⑵業 務 内 容  別紙「矢板市総合戦略策定支援業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）の 

とおり 

⑶契 約 期 間  契約締結の日から令和８（2026）年２月 27日（金）まで 

⑷委託料限度額  ７,０００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

⑸選 考 方 法  公募型プロポーザル方式 

⑹契 約 方 法 

優先交渉権者と本市の間で協議を行い協議が整った時点で、地方自治法施行令第 167 条の２

第１項第２号に定める随意契約を矢板市財務規則等関係法令の規定に基づき委託契約を締結す

ることとする。なお、当該契約にあたり、企画提案内容（見積書含む）をもって、そのまま契約

するとは限らない。 

⑺担当部署及び問い合わせ先 

所 在 地：〒329-2192 栃木県矢板市本町５番４号（本庁舎２階） 

担当部署：矢板市総合政策部総合政策課  

電  話：0287-43-1112 

Ｅメール：seisaku@city.yaita.tochigi.jp  

 

３ 参加資格 

次の要件をすべて満たすことができる株式会社、その他法人又は法人以外の団体等で、市からの

委託事業を適確に遂行するに足りる能力を有する者とする。 

⑴本市の令和７年度物品等納入入札参加資格審査申請者名簿に「その他の役務提供（Ｎ－９計画策  

定・支援）」で登録されている者であること。なお、公募時点で参加資格を有さず、参加表明を 

行う者は、２(7)に速やかに問い合わせること。 
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⑵本業務を遂行するために必要とされる業務経験者等を有した者を従事させることができる者で 

あること。 

⑶地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当していないこと及 

び同条第２項の規定に基づく矢板市の入札参加制限を受けていないこと。 

⑷選定結果の通知の日までの間、矢板市建設工事等請負業者指名停止等措置要領に基づく指名停 

止期間中でないこと。 

⑸民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21条第１項若しくは第２項の規定に基づく再生手続開

始の申立てがされている者（同法第 33 条第１項規定に基づく再生手続開始の決定を受けた者を

除く。）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項若しくは第２項の規定に基づ

く更生手続開始の申立てがされている者（同法第 41 条第１項の規定に基づく更生手続開始の決

定を受けた者を除く。）でないこと。 

⑹宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、特定の公職者（候補者を含む）や政党を推薦、支 

持又は反対する目的の団体でないこと。 

⑺「矢板市暴力団排除条例」第６条に基づく措置を受けていないこと。 

⑻国税及び地方税の滞納がないこと。 

⑼その他、法令等に違反していないこと又は違反する恐れのないこと。 

 

４ 実施スケジュール 

実施要領等の公表 令和７年４月１日（火） 

質問書受付期間 令和７年４月８日（火）正午まで 

質問書回答 令和７年４月 11 日（金） 

参加表明書受付期間 令和７年４月 15 日（火）まで 

参加資格確認結果通知 令和７年４月 18 日（金） 

企画提案書等の提出期間 令和７年４月 25 日（金）まで 

審査委員会（プレゼンテーション） 令和７年４月 30 日（水）（予定） 

審査結果通知 令和７年５月２日（金）（予定） 

委託契約締結 令和７年５月９日（金）（予定） 

 

５ 実施要領等の配付 

⑴入手方法 

  矢板市ホームページ（https://www.city.yaita.tochigi.jp/）からダウンロードすること。 

 ⑵配布書類一覧 

・公募型プロポーザル実施要領 

・仕様書 

・参加表明書（様式１） 

・参加資格確認書（様式２） 

・質問書（様式３） 

・企画提案書表紙（様式４） 

・業務実施体制（様式５） 

・辞退届（様式６） 
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６ 質問及び回答 

本プロポーザルに関する質問は、次の方法で提出すること。 

⑴提出書類 質問書（様式３） 

⑵提出方法  

質問書に質問内容を簡潔に記載し、電子メールにより２⑺に提出すること。 

なお、電子メール以外の手段による質問は受け付けないこととする。 

⑶提出期間 令和７年４月８日（火）正午まで 

⑷回答方法 

 すべての質問に対する回答は、令和７年４月 11日（金）に矢板市ホームページ 

（http//www.city.yaita.tochigi.jp/）に公開する｡ 

 

７ 参加表明 

本プロポーザルへの参加を希望する者は、関係書類を次の方法で提出すること。 

⑴提出書類  

・参加表明書（様式１） 

・参加資格確認書（様式２） 

・納税に関する証明書 

※過去５か年の同種又は類似業務の契約実績を記載すること。 

※納税証明書は発行から３か月以内のもの 

※法人税並びに消費税の完納を証明する書類又はその写し 

⑵提出期間 令和７年４月 15日（火）まで 

⑶提出方法 

郵送又は持参とし、２⑺に提出すること。郵送の場合は簡易書留郵便で送付することとし、持

参の場合は提出期限日までの市役所開庁日において、午前９時から午後５時までの間で受付す

る。 

⑷参加資格確認結果の通知 

参加資格確認終了後、令和７年４月 18 日（金）までに参加表明書記載の電子メールアドレス

宛に「公募型プロポーザル参加資格確認結果通知書」を送付する。 

 

８ 辞退 

本プロポーザルへの参加を辞退する者は、関係書類を次の方法で提出すること。 

なお、この場合でもその他の事業において不利益を被ることはない。 

⑴提出書類 辞退届（様式６） 

⑵提出期間 令和７年４月 25日（金）まで 

⑶提出方法 ７⑶と同様 

⑷提 出 先 ２⑺と同様 

 

９ 企画提案書の提出 

本プロポーザルに関する企画提案書等は、次の方法で提出すること。 

⑴提出書類 
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①企画提案書表紙（様式４） 

代表者印押印のうえ、企画提案書の鏡表紙として提出すること。 

②会社概要（任意様式） 

参加者の沿革、代表者の履歴、企業概要等について記載すること。 

③見積書（任意様式） 

本業務の企画提案見積価格を記載すること。見積額は消費税を含めた額を記載し、内訳書に

は算出根拠を明らかにした書類を添付すること。 

④業務実施体制（様式５） 

業務の実施体制、分担業務の内容について記載すること。 

⑤業務計画予定表（任意様式） 

仕様書に基づく実施スケジュールと委託者と受託者の役割について明確に区分し提案する

こと。 

⑥企画提案書（任意様式） 

別紙仕様書の目的、業務内容を遂行するための提案内容を具体的に記載すること。 

また、仕様書に示すもの以外に、本要領の趣旨を達成するために有効な方法がある場合は、

積極的な提案を行うこと。 

⑵提出部数 

提出書類①～⑥の順序で製本し、７部（正本１部、副本６部）提出すること。 

⑶提出期間 令和７年４月 25日（金）まで 

⑷提出方法及び提出先 ７⑶と同様 

 

１０ 審査 

⑴審査委員会の設置 

業務の履行に最も適した契約の相手方となる候補者を厳正かつ公正に決定するため、本プロ

ポーザルの審査委員会を設置する。 

⑵審査の対象 

審査の対象となる者は、期限までに関係書類の提出をした者とする。 

⑶審査方法 

提出された関係書類及び提案者によるプレゼンテーションにより審査をする。別表１の評価

項目について、合計得点の最も高い者を委託契約交渉順位第一位の第一候補者として、次点の者

を第二候補者として選定する。なお、合計得点の最も高い者が複数となった場合又は最も高い者

と次点の者との点が僅差であり甲乙つけがたい場合は、提出された見積金額の最も低い者を第

一候補者とし、次に金額の低い者を第二候補者とする。 

⑷結果の通知 

審査結果は対象者全員へ個別に電子メール及び文書で通知する。なお、評価の公平性及び透明

性を確保するため、本市のホームページ上で評価結果を公表する。 

 

１１ 提出書類作成上の留意点 

⑴提出書類等は、言語は日本語、数字はアラビア数字、通貨は日本円を使用して作成すること。 

⑵審査委員会での説明に当たっては、参加者が作成する図又はイラストを用いることができる。 
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 なお、複数の応募又は複数の事業計画書を提出することはできない。 

⑶提出書類等は、原則としてＡ４縦型の用紙（印刷の向き：縦、文字方向：横書き、文字サイズ： 

10.5 ポイント以上）を用いること。ただし、図又はイラストについては、必要に応じてＡ３横

型の使用も可とするが、その際は折込むこと。 

⑷両面複写は可とするが単一の書類に限ることとし、異なる様式等の両面複写は行わないこと。 

⑸正本と副本の内容は、字体・色等を含め全て同一とするが、正本と副本とが識別できるよう提出 

すること。 

⑹申請書提出後の提出書類の記入内容の変更は、原則認めない。 

 

１２ 契約手続 

⑴契約は本プロポーザル結果に基づく随意契約とする。 

⑵仕様書及び候補者の企画提案書等の記載事項を基本に協議の上、矢板市財務規則に基づき契約

を締結する。 

⑶企画提案書等に記載され、選定で評価した項目については、原則として契約時の仕様に反映する

ものとする。ただし、本業務の目的達成のため必要な範囲において、候補者との協議により締結

段階で項目を追加、変更及び削除することがある。 

また、これにより見積額を超えない範囲で、契約内容及び契約額等の調整を行うことがある。 

 ⑷第一候補者と委託契約締結に向けた交渉を行うが、その交渉が不調となったと市が判断した場

合は、第一候補者との交渉を終了し、第二候補者と交渉する。 

 

１３ 失格 

参加者が次のいずれかに該当する場合は、失格となる。 

⑴企画提案書等が提出期限までに提出されなかった場合 

⑵見積額が委託料上限額を超えている場合 

⑶この要項に定める手続き以外の手法により、審査委員会委員又は担当部署の職員等関係者にプ

ロポーザルに対する援助を直接又は間接的に求めた場合 

⑷本要項の参加資格に掲げる要件を満たさない場合 

⑸契約締結までの期間に本要項の参加資格に掲げる要件を満たさなくなった場合 

⑹見積書の金額、氏名、印影、若しくは重要な文字の誤脱や識別しがたい場合 

⑺見積書の桁間違い等、誤記と参加者から意思表示がなされた場合 

⑻提出書類に虚偽又は不正の記載があった場合 

⑼他の参加者の応募を妨害した場合 

⑽本要項に違反した場合 

⑾前各号のほか、著しく信義に反する行為等、審査委員会が失格であると認定した場合 

 

１４ 留意事項 

⑴市が必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合がある。 

⑵企画提案書は、１事業者につき１案とする。 

⑶事業の成果は、矢板市に帰属する。 

⑷委託契約した際の委託料の支払いは原則として事業終了後の精算払いとする。 
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⑸以下の費用については受託者の負担とする。 

ア 本プロポーザルに関する費用 

イ 契約締結に必要な費用（収入印紙等） 

ウ 契約締結から本委託業務開始日までの間において準備等に要する費用 

⑹提出された書類等は返却しない。 

⑺提出された書類等は審査等において必要な場合は複写する。 

⑻提出された書類等は、矢板市情報公開条例の規定により開示する場合がある。 

⑼電子メール等の通信事故については、本市はいかなる責任も負わない。 

⑽第一候補者が正当な理由なくして契約締結に応じない場合は、第一候補者の決定を取り消す場

合がある。 

⑾第一候補者が、契約締結までに、業務の履行が確実でないと認められるとき又は著しく社会的信

用を損なう等により本業務の受託者としてふさわしくないと認められるときは、第一候補者の

決定を取り消し、契約を締結しないことがある。 

⑿この要領に定めるもののほか、必要な事項については審査委員会が定める。 
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別表１ 審査項目及び評価内容（100 点満点） 

評価項目 評価内容 配 点 

組織体制の評価（30 点） 

これまでの業務経歴 
本業務に従事する人員に、過去に官公庁において受託し

た同種・類似・関連業務の実績はあるか。 
10 

業務への理解度 
業務の趣旨を充分に理解し、業務の背景や目的を理解し

た提案であるか。 
10 

業務実施体制 
提案内容を実施できる人数の確保、体制の整備がなされ

ているか。 
10 

企画提案書（50 点） 

計画策定の考え方 

業務の目的・内容を理解し、本市の強みや可能性、課題

を踏まえた提案となっているか。 

社会情勢の変化や時代の潮流を意識した提案となってい

るか。 

15 

計画策定に向けた提案 
事業者が有するノウハウを生かし、提案が分かりやすく

示されているか。 
15 

提案内容の実現性 提案内容が具体的かつ実現性があるか。 10 

見積価格 価格が適当か。 10 

その他（20 点） 

独自の提案 
事業内容に加え、事業目的をより効果的に達成できるた

めの独自の提案があるか。 
10 

プレゼンテーション能力 
提案内容の説明および質疑に対する回答が的確にできて

いるか。また、業務への意欲や積極性があるか。 
10 

 


